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2012年度政府予算編成に関する要請書

　日ごろから、貴職におかれましては、市民への厚生労働行政推進に、また、東日本大震災における被災者・被災地の救援・支援、並びに復旧・復興に省庁をあげて日夜ご尽力されていることに対し、心より敬意を表します。

　少子・高齢化、生産年齢人口の減少が進む我が国の社会保障制度改革は、「待ったなし」の局面を迎えています。被災者・被災地支援、復旧・復興と同時に、我が国すべての国民の喫緊の課題として、社会保障制度改革は取り組まなければなりません。

　つきましては、2012年度の予算編成にあたり、課題解決にむけた予算の拡大、重点配分がはかられるよう、以下の通り強く要請します。

（◎が重点課題）

記

1.　社会保障の拡充強化について

◎(１)　持続可能な社会保障制度の構築をめざし、社会保障サービス提供に必要な財源を社会保障制度と税制の抜本改革によって実現すること。医療・福祉・介護は地域の社会的安定と雇用を創出することを踏まえ、過度に給付の重点化や選択と集中に傾注することなく、国民年金基礎年金の２分の１国庫負担や被用者保険・年金適用要件緩和対策等に取り組むこと。

　(２)　高齢者・障害者・子ども等の災害弱者に対し、安否確認や救援・支援の早急な体制確立等を盛り込んだ「地域福祉計画」等の見直し・策定に対し財源的支援をすること。

2.　社会福祉施策の充実について

　(１)　生活保護受給者の急増に対し、保護基準の切り下げ等給付水準の切り下げにより対処することなく、「第２のセーフティネット」の保障水準の引き上げ、受給要件の緩和、手続きの簡素化等、より普遍性の高い仕組みの構築により対処すること。「第２のセーフティネット」の改善と恒久化を実施し、生活保護に適正な位置づけを与えることにより、社会保障全体の生活保障機能を強化する財源を確保すること。

◎(２)　子どもの貧困の拡大など福祉ニーズの増大を踏まえ、子どものためのセーフティネットを整備し、女性の就労促進のみならず、すべての子どもに開かれた仕組みとするため、障害児支援や子どもの貧困問題への対応、ひとり親支援、社会的養護などを「子ども・子育て新システム」の基盤として位置づけ、検討すること。その際、幼保一体化施設、保育所、学童保育を両立支援策にとどめず、福祉施策としての機能を明確にした給付と財源を確保した設計とすること。

　(３)　子どもの権利擁護や機会の保障を担保するため、実効性のある市町村関与の仕組みが必要であり、情報提供や助言にとどまらず、施設等に対する拘束力のある権限を付与すること。また、分立した制度の一元化による「新システム」のメリットを最大限に活かすため、保護者や子どもの利便性向上にむけ、サービス横断的なワンストップ・サービスを可能とする市町村実施体制の構築にむけた制度設計を行うこと。そのため、「子育ち」に関する市町村への財源を確保すること。

　(４)　地域の子育て支援に関係する施設が連携し、全体で地域住民を支える機能を持つためにも、要員配置はもとより施設整備および研修なども含めた保育関係予算を確保すること。

　(５)　介護予防は、軽度認知症者支援や高齢者の自立支援のためにも重要な事業である。介護予防事業においては、介護保険財政の３％上限を撤廃し、利用普及促進のため、より柔軟に事業認定を行うなどの施策を講ずること。

3.　保健・医療施策の充実について

◎(１)　医師不足解消、とりわけ医師の地域偏在解消にむけ、医師の適正配置の仕組みを構築するとともに、看護職員不足解消のための処遇改善、人材確保・育成および離職防止対策強化を進めるための財源確保とモデル事業を実施すること。

　(２)　強毒性インフルエンザなどの感染症対策の強化や、東日本大震災等をはじめとする自然災害対策の強化にむけて、人材確保をはじめとした体制を強化すること。

　(３)　国民皆保険を堅持し、フリーアクセスが可能な地域医療の確保にむけた支援の拡充・財源確保を行うこと。

◎(４)　後期高齢者医療制度の見直しについては、先の高齢者医療制度改革会議の「最終とりまとめ」を踏まえ、地方団体や国保連合会をはじめ関係者との合意形成をはかりつつ、次期通常国会に改正法案を提出すること。また、新制度の円滑な発足のため自治体の精算システム改修など諸経費については、財政措置をはかること。

◎4.　2012年度診療・介護報酬同時改定について

　(１)　医療と介護の連携および地域における人材の確保にむけ、看護・介護職の就業継続を可能とする労働環境改善のための人員体制強化に資する評価を行うこと。

　(２)　救急医療・周産期医療については地方交付税が増額されているが、地方自治体の負担が依然として大きいことから、診療報酬上の評価を更に引き上げること。

　(３)　被災地における医療従事者の確保をはかるため、診療報酬上の特例加算を行い、医療従事者確保を行うこと。

　(４)　介護従事者による医療ケアについては、種類の特定、責任の所在、研修体系確立等を明確にし、正当な報酬を評価すること。

　(５)　要介護認定軽度者のサービス低下をきたすことのない、介護予防・日常生活支援総合事業の創設、認知症対策および高齢者の住まいの整備を含めた、地域包括ケアシステム構築のための財源を確保すること。

　(６)　介護職員処遇改善臨時特例交付金については、介護従事者の賃金に確実に反映されていることから、当面は現行の取り扱いに基づき、2012年度予算編成においても継続すること。

5.　水道事業関連について

　(１)　世界中で水への関心が高まっていることを反映し、地下水を含むすべての水を公共財と位置づけ、流域を単位で統合的な管理を行うことにより、健全な水循環と水環境を実現するため「水基本法」を制定すること。水源となる森林の買収などが各地で拡大しているが、水源のかん養や水源水質の汚濁防止に取り組むこと。

　(２)　今回の東日本大震災の経験を踏まえ、今後、発生が想定される広域災害発生時の応急復旧にむけた支援体制の再構築を行うため、所管省庁として調整を行うとともに必要な予算を確保すること。

6.　労務行政・労働委員会関連について

　(１)　高校生や大学生に対する労働者教育について、各都道府県の労働行政と教育行政が連携して推進できるように、国として支援を行うこと。

　　　　既に労働教育事業を実施している各都道府県に対しては、国委託事業とすることや新たな支援制度の創設を検討するなど、財政面での支援・拡充をはかること。

　(２)　「地方公務員の労使関係制度に係る基本的な考え方」にともない、各都道府県労働委員会における業務量増に対応するため、組織の充実をはかるよう各都道府県に働きかけるとともに、都道府県労働委員会への必要な支援を行うこと。

7.　職業訓練協議会関連について

　(１)　東日本大震災からの復興における職業能力開発行政の役割の重要性を鑑み、できることは素早く実施するとともに、被災した地方自治体からの要望に対し、早急かつ柔軟に対応すること。

　(２)　高等学校無償化法による授業料の無料化に準じて、 地方自治体の公共職業訓練を受講する新規中卒者に対しても、訓練受講の経費を免除するよう予算措置すること。

以　　上　　

＜以下、個別課題の要請＞

1.　現業職場関連

　(１)　学校用務の外部委託について、偽装請負などの違法行為が行われないよう、各教育委員会に対して法令遵守の徹底をはかること。また、教育現場にこのような違法行為を放置しておくことは問題であることから外部委託に関する実態調査を行い、違法行為が行われている場合には速やかに改善すること。

　(２)　学校用務員職場は作業中の転落死亡事故等の発生に見られるように、教員や学校事務職員とは異なる危険な作業に従事することも多く、独自の安全・衛生対策を講ずる必要がある。基本的に少数分散職場であることを考慮して、教育委員会を事業所の単位として安全・衛生委員会の設置ができるよう法整備を行うこと。

　　　　また、学校用務員は労働基準法別表の事業場区分について業務の実態に基づき「３号（土木・建築）」を加えること。

　(３)　地域における食育および食育推進活動を担う人材の確保・育成にむけて、食育基本計画で示されている専門調理師資格の試験の回数および開催地の増加をはかること。

　(４)　食育の推進における専門調理師の活用状況について調査を行うこと。

　(５)　食育の充実のために設置された食育推進員制度の進捗状況について調査を行うこと。

　(６)　独居老人の孤独死や高齢者所在不明問題、災害時の高齢者、障がい者等安否確認の課題については、セーフティネットの構築が急務であり、高齢者に対する年に一度の所在確認事業を創設するほか、民生委員、ＮＰＯおよび連合会（町内会）との連携による会議や情報共有など地域連携体制構築を支援すること。

　(７)　病院は、患者にとって安心・安全・信頼のおける快適な施設でなければならない。そのためにも施設管理職員の専門性・知識・経験の蓄積を最大限活用すること。また、労働安全衛生法等を遵守し、職場環境および作業環境の充実をはかること。

　(８)　保育所保育指針はもとより第２次食育推進基本計画に基づき、保育所においての統合的かつ計画的な「食育の推進」をはかり「食育」を通しての保育者・保護者と協働した子ども子育て家庭の健全育成の実践、および地域子育て支援の観点からも、「地域の食育」の拠点として保育所調理室の人的・物的資源を最大限活用すること。すべての保育所に調理室の必置をはかり、市民ニーズに適切かつ迅速に対応できる配置基準を示すこと。

　(９)　保育所における規制の緩和は、全国的に保育の質を低下させるものである。とりわけ調理室は多様化する個々の子どもに適切かつ迅速に対応するため重要な位置づけである。乳幼児期の子どもに一番近いところでの「食の提供」を含めた食に関する相談、助言や食講座の開催など、地域子育て支援の観点からも調理室の必置と活用をはかること。

2.　公営企業関連

　(１)　2012年度予算編成について

　　　　2012年度予算要求の概要と重点項目を明らかにすること。また、東日本大震災に関わる三次補正予算のなかで、水道事業に関連する特徴的事項を示すこと。

　(２)　国庫補助制度について

　　　①　東日本大震災で大打撃を受けた水道事業体のなかでも、財政基盤が脆弱な簡易水道などの中小規模水道事業体へは特段の支援など効果的な措置をはかること。

　　　②　2017年までに簡易水道を統合するように示されているが、簡易水道を統合した上水道について、統合前の簡易水道と同様に国庫補助制度を適用すること。また、簡易水道統合の資産等の調査に関わる経費についても補助対象制度を適用できるように拡大すること。

　　　③　水道事業における一括交付金制度について、実施時期やその内容について明らかにすること。

　(３)　水道事業政策の考え方について

　　　①　水道水や浄水汚泥中の放射性物質の検査体制を強化し、モニタリング実施体制および必要な機器配置へむけた財政措置を確立すること。また、放射性物質を含む浄水汚泥の処分は、国の責務において早急な対応と予算を確保すること。

　　　②　新成長戦略としての水道事業体の海外展開について、リスク管理等国の責務を明確化すること。

　　　③　多くの水道事業体は、豊富な経験やノウハウを有する職員の大量退職が続いており、水道技術の継承が大きな課題となっている。あわせて、施設管理をはじめとする業務の外注化や非正規化により職員定数の削減も進んでいる。こうした状況下で、国として、災害時の対応も含め、行政として必要な技術力の確保にむけて具体策を講ずるとともに、技術者の確保や育成に対する考え方を示すこと。

　　　　　また、請負者においても、低価格競争等により水道工事の請負業者の減少や技術力の低下が課題となっており、地域における工事業者を確保し、工事の質の低下を防止するよう、適当な措置を講ずること。

　　　④　ビルやマンション等は、貯水槽水道の水質管理が課題となる一方で、水道を併用した専用水道も増加傾向を示している。専用水道に関する権限が市へ移譲する期間中であるが、衛生行政と水道事業が効果的に連携し水道法第２条の「国民の健康を守る観点」を遵守できるようにすること。

3.　労政行政・労働委員会関連

　(１)　労政行政の推進について

　　　①　各都道府県の労政行政の位置づけと施策の充実・強化策の具体内容を文書で明らかにし、各都道府県知事に対して、地方における労政行政の拡充を強く求めること。

　　　②　労使関係等総合調査にかかる委託契約の締結にあたっては、毎年度、都道府県との事前協議の場を設定すること。また、委託金額の切り下げを行わないこと。

　　　③　廃止した都道府県委託事業としての「賃上げ・一時金調査」を復活させること。また、必要な予算措置を2012年度予算要求時に財務省に対して求めること。

　　　④　労働組合等に対する支援や「労働者代表制」に対する、現在の国の考え方と具体施策の内容、都道府県の役割について、その指針を示すこと。

　(２)　都道府県が実施する労働相談、紛争予防・解決事業に対する支援強化等について

　　　①　「個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律」に基づき、紛争の未然防止の観点から、自治体の実施する関係情報の提供、相談、あっせん等の事業に対して、財政支出を含めた支援を行うこと。

　　　②　地方労働局における個別労働紛争の内容・水準について全国的な分析を継続して行うこと。メンタルヘルス不調の増加につながるパワー・ハラスメントや解雇・退職勧奨などの紛争予防につながる事業を実施すること。職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議ワーキング・グループが設置されたが、実績ある都道府県の労働相談担当者も出席させること。

　　　③　地方労働局と自治体の実施する労働相談・あっせんとの連携を強化すること。

　　　④　地方労働局総合労働相談員の募集にあたっては、労働組合役員経験者など、労働側代表者の枠を設けること。

4.　都区政令市共闘会議教育部会・学校事務協議会関連

　(１)　子ども手当による学校給食費等の徴収について

　　　　子ども手当特別措置法の施行にともなう給食費等の徴収については、保護者と学校、教育委員会事務局、子ども手当担当部門の間で煩雑な事務が生じることが予測される。また、子ども手当支給時期の関係から食材提供業者等への支払いに混乱が生じるなど検討すべき課題が多くある。さらに、給食費を含めた学校徴収金が私費会計として処理されている場合には、法的根拠や責任の所在が極めて不明確となっている。

　　　　学校給食費については公会計処理を前提とし、すべての児童生徒を対象とする子ども手当からの自動徴収や、自治体における事務負担の軽減について、改善をはかること。

5.　職業訓練協議会関連

　(１)　新たな「求職者支援制度」の事業運営について、先に実施された「緊急人材育成支援事業」の問題点等を踏まえ、より地域の産業政策や福祉政策と連携した効果的な職業訓練を行うため、都道府県が実施する公共職業訓練も訓練コースの対象として予算措置すること。

　(２)①　都道府県の公共職業能力開発施設の運営経費は、職業能力開発促進法に国の財政措置が明記されていることから、事業交付金、設備整備補助金の一般財源化にあたっては税源移譲を確実に実施すること。

　　　②　雇用・能力開発機構の廃止により減額される労働保険特別会計（能力開発事業）について、都道府県の能力開発に関する経費として訓練実施規模に基づき交付すること。

　(３)　都道府県における離転職者訓練の拡充と新規事業に対して、積極的な予算措置を行うこと。また、都道府県で実施する委託訓練の規模増に対して、雇用・能力開発機構の廃止にともなう受け皿としての実施体制が確立できる予算を確保すること。

　(４)　公共職業訓練の受講が必要とされる求職者を支援するため、訓練手当の予算を増額し支給対象者の枠を拡大するとともに、貸付要件を満たしているすべての訓練生に技能者育成資金を貸し付けること。

　(５)　発達障害者訓練をはじめとする障害者の一般校受け入れ事業については、都道府県の要望を踏まえ、適切に予算を措置すること。

　　　　また、障害者の受け入れ事業のために必要な研修を定期的かつ長期的に実施すること。

　(６)　平成22年４月28日付「都道府県又は市町村が設置する公共職業能力開発校の管理運営について」の通知により、公共職業訓練施設の管理運営に指定管理者制度の導入が可能とされたが、すべての都道府県で良質な職業訓練を実施できるように措置を講ずること。

　(７)　「地方分権改革推進計画」および「地域主権大綱」による職業能力開発促進法の「義務付け・枠付けの見直し」については、雇用のセーフティネットとしての公共職業の役割を踏まえ、すべての都道府県で良質な職業訓練が実施できるよう必要な措置を講ずること。

　(８)　雇用・能力開発機構の廃止にともなう、職業能力開発業務の高齢・障害・求職者支援機構への移管にあたって、「労使や地域の職業訓練ニーズが的確に反映される仕組みを整備する」とあるが、都道府県では既に、地域のニーズを反映した職業訓練（離職者訓練および在職者訓練）を実施しているので、都道府県の職業訓練が充実する方向で実施し、二重行政とならないようにすること。

　(９)　「ジョブ・カード制度」については、昨年度に実施された事業仕分けの折に指摘された問題点を改善し、真に、在職者および求職者にとって、有用な制度とすること。

　(10)　全国専修学校各種学校等からの民間教育機関との競合を理由とした、都道府県の職業能力開発施策に対する不当な介入を行わないこと。

　(11)　県立短期大学校に対して、独立行政法人化の指導を行わないこと。

　(12)　引き続き、誠意を持って自治労・全国職業訓練協議会と施策協議を行うこと。

6.　都市民生行政関連

　(１)　基本的事項

　　　①　施設・業務の委託、民間移譲については、公共サービス基本法の理念に則り、経費削減、人員削減を目的に行わないよう各自治体に徹底すること。

　　　②　生活保護制度の職員配置基準を遵守すること、および児童相談所の職員配置基準について改善すること。

　(２)　高齢者支援関連

　　　①　特別養護老人ホームについてはユニット化を進めるとともに、低所得者も利用できるよう、補足給付を充実させること。

　　　②　養護老人ホームにおいては、精神科長期入院者、救護施設入所者、野宿者などの潜在ニーズがある。それに応えるため、支援員・生活相談員の配置基準を拡大すること。

　　　③　介護保険の見直しに際し、要支援・軽度の要介護者への生活支援給付の切り捨てを行わないこと。また、生活支援については、利用者の生活場面を想定した柔軟な対応を認めること。

　　　④　介護従事者による医療行為については、種類の特定、責任の所在、研修などについて法制化および正当な報酬設定を検討すること。

　　　⑤　介護職員処遇改善交付金を恒久化すること。事業者に対しては、それを確実に職員の給与に反映させるよう指導すること。また、労働条件、保険加入の有無などについて事業者に遵守させるよう指導監督すること。

　(３)　障害者福祉関連

　　　①　障害者が地域で自立した生活を営むことができるための「総合福祉法（仮称）」の制定にあたっては、自立支援法の問題点を繰り返すことのないよう、以下の点について障がい者制度改革推進会議および当事者の意見を取り入れながら進めること。

　　　　ア　利用者負担については支援費制度時代と同等以下の応能負担とすること。

　　　　イ　障害の区分認定については、調査内容、審査会のあり方等の見直しを行い、実態をより正確に反映できるようにすること。

　　　　ウ　家事援助・移動支援・身体介護などのヘルプサービスについては、利用に制限が加わらないようにすること。

　　　　エ　長時間介助を保証する仕組みと財源を確保すること。

　　　　オ　制度の谷間に置かれる人（難病患者等）が生じないようにするため、障害者手帳の所持を前提条件にはしないこと。

　　　②　障害児支援において、利用契約制度と措置制度が混在する現状では、サービス給付に不公平が生じている。これについて見直しをし、すべて措置制度で行うようにすること。

　　　③　発達障害児について法的な枠組みのなかで、支援体系を確立すること。

　　　④　増加する精神障害者に対応する相談体制を整備するよう予算措置を行うこと。また、72,000人もの社会的入院を解消するための、具体的方策を示すこと。

　　　⑤　障害者雇用を促進するために障害者が就労するにあたって必要とする介助や合理的配慮等の確保について障がい者制度改革推進会議および当事者の意見に基づき法制度化すること。

　(４)　子ども家庭支援施策関連

　　　①　保育所の、施設の規模・スペース、職員配置について最低基準を改善すること。

　　　②　「子ども・子育て新システム」など保育制度改革の動向には、子どもの最善の利益を守る立場で、すべての子どもが排除されずにサービスを受けられる公的な保障を追求するとともに、運営費が適切に子どものために使われる仕組みを求め、これに十分な財源措置をすること。なお、保育制度改革の動向によらず、公立保育所の運営費について、安定的な運営維持のため、適切な財源措置を行うと同時に、私立保育所運営費の一般財源化を行わないようにすること。

　　　③　乳児院、児童養護施設、児童自立支援施設、情緒障害児短期治療施設においては施設基準を改善し、子どものプライバシーを守ることができるような構造にすること。また、子どもの状況にあった生活支援、基礎的な生活集団の小規模化を進め、それに必要十分な職員を配置できるよう基準の改善をすること。また、一時入所の単価についても引き上げること。

　　　④　児童福祉司の配置水準を大幅に改善するとともに、心理職員配置を法令上明らかにした上でその配置基準を設けること。

　　　⑤　子どもの自立支援のために、改正後の親権制度を活用できる仕組みを構築するとともに児相、施設の機能強化をはかること。

　　　⑥　児童相談所の一時保護所においては、入所が長期化しているとともに、施設構造が狭隘でかつ多人数での生活が常態化していることから、一人あたりの生活面積の拡大、個室化を進めることが可能になる基準改善をはかること。また、公教育を実施するなど教育権を保障するよう抜本改善を行うこと。

　　　⑦　学童保育クラブなど放課後における児童の居場所について、安心と安全の確保のため、生活面積の拡大、職員の配置の充実など、施設最低基準や運営指針の制定、運営費補助基準の改善等により利用保障を強化していくこと。

　(５)　低所得者対策、生活保護制度関連

　　　①　増大する生活保護受給者に対応するため、福祉事務所の実施体制は正規雇用での80対１を基本とした財源措置を行うこと。

　　　②　住宅手当等の「第２のセーフティネット」を他法・他施策として機能するよう拡充し恒久化するようにすること。

　　　③　住居喪失者に対応できるような緊急一時保護センターおよび自立支援センターを各政令都市に設置することが可能になるような財源措置を行うこと。

　　　④　生活保護受給者に対する自立支援施策（就労・生活・学習支援等）を整備・強化すること。

　　　⑤　生活保護制度や保護基準の見直しの協議にあたっては憲法が保障する生存権保障を基本に据え検討を行うこと。

　(６)　ＤＶ・女性福祉対策

　　　①　非常勤雇用が原則となっている母子自立支援員や女性相談員、家庭相談員について常勤化する方向で制度改正を行うこと。

7.　国民健康保険行政関連

　(１)　国民健康保険制度に関して

　　　　国民健康保険制度の安定した運営のために、国保連合会に対する必要な経費を確保すること。

　(２)　介護保険制度に関して

　　　　介護給付費の審査支払業務および適正化事業等の円滑な実施にむけた必要な経費の確保をはかること。

8.　2012年度診療・介護報酬関連

　＜診療報酬関連＞

　Ⅰ　医療の内容を患者にわかりやすくすること

　(１)　病名、診療行為の名称をわかりやすいものに変えていくこと。

　　　①　病名については電子レセプト、ＤＰＣによって進められている標準病名マスターの整備にあわせて、標準病名の表記について改善を行うこと。

　　　②　診療行為については、少なくとも診療報酬点数表に明示された表記は改善される必要がある。一般的に使われている常用医学用語に換え、困難な場合は、わかりやすい説明を加えること。

　(２)　診療報酬点数表の表記を根本的に見直し、算定ルールをわかりやすくすることによって、国民が「医療費の一覧表」として利用可能なものにすること。

　(３)　領収書の表記を、前述の(１)(２)と並行してわかりやすいものに変え、新たに作成された医療費明細書をすべての患者に無料で交付し、作成費用として診療報酬点数を設定し、全額保険請求とすること。

　(４)　高額療養費の現行制度はわかりにくい上に、患者自己負担が高額になっていることから下記の通り改善すること。

　　　①　定額化（現行より下げる）および世帯合算、入外区分、医療機関・診療科ごとなどの条件を整理し簡素化すること。

　　　②　現物給付化を推進し、限度額認定の手続きの簡易化をはかること。

　　　　参考（ex. 一般の場合、80,100円＋[医療費－267,000円]×１％、多数該当44,400円)
　Ⅱ　医療従事者が生きがいを持って働ける仕組みを診療報酬算定要件に取り入れること

　(１)　病診格差の是正をはかること。

　　　①　外来診療料の包括化を見直し、点数を80点とすること。

　　　②　病院初・再診料を診療科ごとに算定可とすること。

　(２)　診察、指導管理等での医師に限定された要件を「医師との連携のもとに」他の職種に大幅に拡大すること。

　(３)　麻酔料等（麻酔管理料含む）については、人件費、材料費との均衡および技術料の評価等を勘案し最低５％増額するとともに、麻酔管理料の算定要件を緩和すること。

　(４)　小児科外来診療料を増額すること。

　(５)　精神療法、精神科診察料を増額すること。

　(６)　外来迅速検査の算定要件を緩和し、増額すること。

　(７)　病・病、病・診連携の立場から急性期病院、一般病院等から療養型病院、在宅療養診療所、介護福祉施設等への患者の円滑な受け渡しを促進する必要から下記の項目について改善が必要である。

　　　①　診療情報提供料の算定要件を見直し、自治体病院の開設者が首長となる地方自治体機関への情報提供を算定可とし、増額すること。

　　　②　亜急性期入院医療管理料について１日当たり50点増額すること。

　　　③　回復期リハビリテーション病棟入院料について、合併症の治療をあわせて行う必要のある患者に対して、合併症治療加算として１日当たり50点増額すること。

　(８)　診療報酬における看護配置基準は改定を経るごとに引き上げられ、現在では入院基本料に組み込まれた上で傾斜配置が認められているものの、常時７対１（旧基準では1.4対１）の段階まで到達し、手厚い看護体制の実現が期待されたが、実際には看護職員の離職率に歯止めがかからず、看護職員の不足状態が続いている。その根本的な原因は、看護職員の勤務体制に余裕が与えられていないためである。医療安全の推進と医療資源の有効活用および患者満足度の向上という相乗効果を生み出すためにも、国民の祝日、土・日等の公休、権利として認められている産前産後休暇、介護休暇、忌引休暇等の休日、休暇を除き、年次有給休暇消化が20日以上確保される人員体制が整備される場合に１日当たり50点の加算をすること。

　(９)　看護師の現行夜勤の施設基準においては、一人平均72時間とされているが、医療安全、医療資源の有効活用および労働条件改善の観点から常勤看護師の夜勤制限を一人月64時間以内とし、入院基本料を増額または加算すること。

　(10)　医療現場における医師・看護師以外の医療技術集団、いわゆるコ・メディカル職員の診療報酬上の評価は、非常にわかりづらいものとなっている。チーム医療の推進や、救急医療の質の向上などを中心に、医療提供体制を総合的に高めていくためには、医療機関におけるコ・メディカル職員の位置づけをより明確にしていかなくてはならない。そのための第一歩として、当面、次の事項について改善をすること。

　　　①　二次救急以上の救急医療体制を提供している医療機関における、コ・メディカル職員の24時間体制について、診療報酬上の評価を行うこと。

　　　②　外傷全身ＣＴは一次救急を提供している医療機関においても、外傷の程度によっては、当然実施することがあり、救命救急入院料届出の要件を撤廃すること。

　　　③　内服薬の１包化加算については、調剤報酬のみで認められているが、入院患者や院内処方の外来患者に対しても、小児や、判断力が低下している患者に対しては１包化を実施している。医科歯科の診療報酬においても加算を設けること。

　　　④　医師・看護師の負担軽減や、適切な服薬指導への対応として、薬剤師の病棟配置を行う医療機関が増えてきており、診療報酬上の評価を行うこと。

　Ⅲ　医療の質を高めていく仕組みを診療報酬算定要件に導入すること

　(１)　急性期病院の入院部門に導入が進められているＤＰＣ／ＰＤＰＳ（入院診療行為の大幅な包括化に基づく診療報酬請求方式）は、医療の標準化、質の向上が期待されるとともに医療の可視化、透明化にも貢献するものとされているものの、他方では対象病院のヒアリングを通じて再入院率、アップコーディング等の問題が指摘されている。このような問題は患者に不利益をもたらすため、厳しい監視のシステムを構築するとともに、各疾患分類における標準的な費用について、国民に定期的に情報が発信されている必要があり、適正な情報発信に対しては加算を設定すること。

　(２)　医療の質をはかる尺度として死亡率、手術件数、合併症発生率等診療指標（クリニカルインディケーター）を設定してそのアウトカムを評価し、診療報酬に盛り込むことは意義のあることではあるが、現状ではアウトカム評価は成熟した環境にはないので、プロセス評価との組み合わせを重視し、施設基準において国民にわかりやすい指標を設定し、診療報酬算定に盛り込むこと。

　(３)　急性期の特定入院料については、手厚い看護体制が要求されている一方、看護職員の夜勤時間の制限が規定されていないなど、医療の質を担保する上でさまざまな問題点があるので、入院基本料等の施設基準との関係を明確にした上で見直しをはかり、診療報酬上の評価を行うこと。

　(４)　入院基本料等加算において施設基準で定める専従規定に関しては人件費がカバーできる点数とし、また専任（兼務可）の配置による場合も積極的に点数化をはかることによって、医療の質を高める体制の整備を進めること。

　Ⅳ　自治体病院の経営にむけて

　(１)　自治体病院は、不採算医療の提供等のため民間病院と比べて、医業費用が高くなる。そのため一般会計からの繰り入れが認められているので、本来医業収支がマイナスであっても、経常収支は均衡しなければならないが、経常収支が全体でみてマイナスとなっている。とりわけ100床以上200床未満の自治体病院については経営が困難となっている。したがって基本的な増収幅がこのマイナス部分を補うだけの金額、率が引き上げられる必要がある。

　(２)　前述の(１)における経常収支の差とは別に、病院全体が蒙っている診療報酬減額部分を、最低限自治体病院も確保する立場から上記診療報酬アップを金額・率に換算して要望する。

　　　※　金額・改定率については平成22年度社会医療診療別行為調査の結果を待って、別途要望書において明示する。

　＜介護報酬関連＞

　(１)　良質な人材の確保・定着について

　　　　質の高いサービスは、良質な人材の確保・定着が必要である。介護職員の処遇改善交付金については、その効果は調査結果により明白であることから、恒久的な制度としその財源確保をはかること。

　(２)　介護職員等の医療ケアについて

　　　　介護職員等が提供可能とされる医療ケアについては、看護師等と同等の報酬評価をするとともに、緊急時等を想定した医療と福祉の連携体制の確保等、医療ケアを提供するために必要な体制等を整備すること。

　(３)　介護予防・日常生活支援事業について

　　　　今回介護予防・日常生活支援事業を市町村判断で市町村支援事業のなかで実施できるとされているが、地方財政により格差が生じ、軽度認定者の利用抑制も予想されることから、介護保険事業による位置づけを基本とすること。

以　　上　　
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